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　1　　序として
　国際貿易理論の基本である比較圭産費説と為替相場理論とを結びつける事によって．従来から批判の多
い労働費用を基礎とした比較圭産費説ではなくて，為替相場を基準とした比較生産費説を解明したい。そ
して，より現実的な比較生産費説を展開するよう試みるつもりである。
　まず，比較圭産費説の概略，於よび，為替相場理論である国際収支説・為替心理説・講買力平価説の概
略を述べる。次には，購買力平価が一般物価水準であるということに関して，内容を吟味する。ここでは
為替相場の静態的モデルを扱い，続いてこのモデルを動学化するために．貿易当事国の生産性の成長格差
によって購買力平価が変動することを調査し，現在いわれている1ドル＝360円という為替レートの功
罪を見る。
　2　比較生産費説
　古典派以前に貿易というものがなかったわけではないが，理論的統一を見るのは古典派以降である。そ
　　　　　　　1の古典派の貿易理論の体系は一般に次の5項目とされている。すなわち
　㈹　比較生産費説　　　　　　　　　　　（B）国際価値論
　ρ）国際収支均衡化機構論　　　　　　の）国際価値機構論　　その必然的発展としての溝買州価説
　⑲政治的主張としての目由貿易論
である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　比較圭産費説はリカードにより主唱せられ，理論づけられた原理である。この原理の骨子となる観念は
気候や天然資源などの自然的条件による圭産の適切性の差異である。そして各国が圭産を専門化（特化）
し，より適した分野に集約すれば利益があり，国際間の分業体制の確立がおこなわれるという事である。
そこでの適性を表わすものが相対的生産費であって，この相対的圭産費によって国際貿易が導かれるとす
るものであった・
　リカードはこれを解りやすくするために，イギリスとポルトガルとの間のラシヤ，於よびブドワ酒の例
　　　　　　　　　　3を挙げて説明しているQ要するに，比較圭産費はある商品について・そこfC比較差がある限り国際分業が
行われ，どんな商品を輸出し，あるいは，輸入した方が有利であるかが決定され，国際交換，つまり貿易
が発生する。そして．それにより当事国のどちらかが利益を得ることを明らかにする原理である。
　しかしながら，この原理も以下に述べる如く，現実性に欠ける種々の前提からなっていて，実際にこの
比較生産費説だけでは貿易の利益を導き出すことは出来ない。鬼頭教授は比較生産費説に対する批判や修
　　　　　　4正として三つほど挙げておられるが，その中でここでは特に「比較圭産費説の前提に関して」というとこ
ろだけを問題とする。
　一般に比較圭産費説の前提となっている条件は次の6つである。
　〔1）労働時間をもって圭産費の測度としている。　②　各国は一商品について比較優位をもつ。
　（3｝圭産費の条件は一定とする。　　　　　　　（4）特化したのちは，各国は比較優位をもつ商品に
　特化する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲特化後に診いて・一商品の主産に向けられた労
　働の総量は以前に両商品の圭産に向けられた量に等しい。
　⑥　需要状態が不変である事。
など。
　このような諸前提のもとで説かれている比較生産費説が果して現実的であろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　ハリス教授は次のように言って，比較圭産費説を批判し，非現実的とみている。すなわち，「労働以外
の他の費用を考えること，圭産要素の変化する効果を認めること，諸要素に支払われる諸価格によってな
される差異を考えること，二商品以上また二国以上に分析を拡大すること，そして変化する費用の諸条件
や不完全な競争的な諸条件の影響を分析することが必要である。」と。　　　　　　　　　　　．
　比較圭産費説と為替相場の関連を明らかにするためには労働費用を基礎とした比較主産費説ではなくて。
為替相場を基準とした比較圭産費説でなくてはならない。
　注（1）小島清著「目由貿易理論の研究」黎明書房　昭和25年　PP4～5
　　　喜多村浩著　小島清訳「国除貿易理論の基本問題」　青也書店　昭＊U　24年　P17
　　②　松井清教授　鬼頭仁三郎教授及びS・E・tiarris教授の所論等には・比較圭産費説の最初の
　　　主唱者はR．Torrensであると書かれているが，それらについて，ここで吟味する必要を認め
　　　ないので，埋論大成者として従来どおり，D・Ricardoから出発する。
　　（3）　D。R孟cardo〃Th曾　Principles・of　PoliticalEconomy　and　Taxatio㎡，
　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　－4004一
　PP82～85　！」・泉信三訳「経済学及び課税の原理」昭和38年　岩波書店　PP155～
　154　上巻
（4＞鬼頭仁三郎著「交易理論の基礎」　大理書房　昭和19年　PP55～56
⑤　S．E．Harris”International　and　Interregional　Economics”
　好学社版　1957年　P59
　3　外国為替相場理論
　外国為替相場理論は相場決定の理論1あるいは法則を明確にしようとするものであって，外国為替理論
の中心課題を構成するものであるQ
　古典派以来この理論と法則を統一的に解明した決定的な理論はまだないと言われている。ここでも従来
からの代表的学説を述べながら，次のところに触れる購買力平価説批判の足がかりをとらえたいと考える。
　為替相場に関する主要な学説としては従来から次の三っが挙げられている。すなわち，「国際収支説」
（balance　of　Payment　theo「y　of　fo「eign　exchange），「為替心理説」
（th60rie　peychologique　du　change），「購買力平価説」（theory　of　purchasi㎎
power　parity）o
　国際収支説は国際貸借説ないし，支払差額説とも呼ばれ，G．　J．ゴッシェンによって体系的に樹立さ
れた為替学説である。この理論は要するに，為替相場は為替の需要と供給によって決定されるというもの
である。そしてこの為替の需給状況は国際収支の状況の如何によって定まるものだから，結局，為替相場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1は国際収支状況の如何にょって決まるという理論である。ゴッシェンはさらに為替相場に影響を与える他
の動向の様子を指摘しているが，これらは側面的要因であるにすぎず，基本的要因はあくまで国際収支状
況に求めている。次にゴッシェンのこの理論は金本位制が一般に行われていた時代において，金平価を中
心として．金輸送点の間における日々の為替相場の変動を説くものとされてきた。また．紙幣本位国の為
替相場の変動は金輸出入が自由な時は金本位国の場合に準じ，金輸出が禁止されている場合は，相場は為
替の需給状況に応じ無制限に変動するとしている。
　為替心理説はA．アフタリオンによって主張された為替学説で．国際収支説が外国為替に対する需給を
動かす要因について深く探究がなされていなかったところの欠陥を衝いて，為替市場における個人の行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－について統一的な説明を与えようと試みている。
　したがって．為替相場の決定要因を個々の経済主体の外国為替に対する価値判断や個八的評価という心
理的要因に求めている。けれども．輸出や輸入力咽人の効用と比較主産費との両方に基づいて行われてい
る事を知れば，心理的要因だけでは不十分である事がわかるだろう。アフタリオンが云う値値判断や評価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3の基準となる具体的な要因ば質的要因と量的要因とに大別されている。すなわち，「質的要因とは，邦貨
と外貨の特定商品に対する購買力．対外債務支払力，為替投機の収益力，賃本の逃避の度合などを主とし
た一切の経済的，政治的現実に対する認識，ならびに．その将来の成行に対する予温［Uとし，「量的要因
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を為替需給量の増減であるとして．為替＝外貨の供給量が増大すれば，これに応じて為替＝外貨に対する
効用をきたすもの」とみている。
　そして．アフタリオンは質的要因を取扱ったのがカッゼルの購買力平価説であり，量的要因を扱ったの
がゴッシェ．ンの国際収支説であると主張し，綜合統一した目説を強調している。
　購買刀平価説はG．カッセルによってもたらされた学説である。カッセルの言葉をかりると次の如くで
　　4ある。すなわち，「A国ではB国宛の手形に対して何が支払われるか。B国宛の手形がA国で需要される
のはそれがB国の市場における購買力を表現するからである。この購買力は明らかに，一方ではB国の物
価水準が低ければ低い程，換言すれば，この国の貨幣価値が高ければ高い程，他力ではA国自体の一般物
価水準が高ければ高い程，ますます高く評価される。したがって，B国宛の手形の価格はA国の本位貨幣
で測られたB国貨幣価値の評価の表現として，本質的vc　B国の貨幣価値とA国の貨幣価値の比率によって
決定される。そして，この比率が購買力平価である。」　　　　　　　　　　　　　　　　’
　この学説では外国為替相場を、異種通貨の交換比率であって、両国通貨のもつ価値の比率として把えて
いる。つまり．両国通貨のもつ購買力の比率として把えている。貨幣の購買力，逆に言うと，物価水準に
その重要性を求めている。そして，この購買力の比率，逆に言うと一般物価水準の比率によって洗定され
　　　　　　　5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
ると説いている。そして，次のような等式で表わしている。
　　　　　　　　　　　　A国通貨の購買力　　　A国の一般物価水準　　　理論的為替相場＝　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B国の一般物価水準B国通貨の講買力
　以上の如く，ヵッセルの為替相場理論であるところの購買力平価説は貨幣数量説を前提としているもの
であって，貨幣的要因＝貨幣価値＝貨幣の講買力＝物価水準，によってのみ決定されるという考え方に基
づいている。この理論は第一次大戦後の’ドイツのマルク崩落をめぐっt，先に説明した国際収支説に対立
し，ドイッの通貨膨脹という立場からマルク崩落の原因を究明しようとした，いわばインフV一ション説
でもあるQ
　次に，購買力平価説を説くに当って見落してはならないのは，この理論が2つの前提条件をもっている
ということである。すなわち，第一には講買力平価を算出するに当って，…塗隼として選ばれる為替相場は
貿易均衡が存在している場合のそれでなくてはならない。第二には貨幣価値の変動要因以外は一応捨象し，
貨幣価値の変動も一率に変化するものとする。というように．均衡為替相場が基準として与えられる事と
実物経済の側に変動がない事という2つの基本的前提があった。
　為替相場を基準とした比較主産費説を説くに当って大切なのは、金平価でみるか．購買力平価でみるか
である。普通，対立的に考えられているこの二つの平価は購買力平価一本に帰されねばならない。なぜな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7らば，金平価は購買力平価の一特殊的場合として規定されるからである。現実に今，世界で金本位制を行
っている国はない。また目本のように金の輸出入が（但し．貨幣用金はその限りにあらず）禁止されてい
る国がある如く．金平価をもって比較主産費説を説いても非現実的となってしまうであろう。そこで問題
とするのは購貫力平価となってくる。すなわち，購買力平価説こそ，紙幣本位下に於ける為替相場の落ち
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着くべき基準を見い出そうとするものである故に。
　購買力平価を決定する物面は変動する。であるから購買刀平価もまた変動するであろう。この点に澄い
て金本位制の場合に診ける金本位が貨幣量目を基礎として固定的であるのとは異っている。
　比較主産費説と購買力平価説との関連を明らかにするのには，労働単位で測られていた比較圭産費説を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8貨幣単位を以って測られた相対価格になおさねばならない。そうすると．購買力平価説は比較主産費説の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9前提となる。そして・為替相場が講買力平価で決定されると比較圭産費説の命題は成立する。
　前にも述べたが．購買力平価説は国際収支説のように需要・供給という実物的要因によって決定される
市場為替相場の動きを説明するものではなくて，貨幣的要因による金本位制下の法走平価に代るような，
為替変動の基準を示す為替相場の理論であるoけれども，このように購買力平価説が基準的な相場の解明
にある事を認めるとしても・カッセルの言う形態をそのまま認めるわけにはいかないoつまり，購買刀平
価説を現代に主かすためvaは，所得水準の相違，消費圭活様式の相違を分析しつつ，従来の一般物価水準
＝購買力平価のままで良いかどうかを研究しなくてはならないo
　芒E（1）　G・J．Goschen”The　Theory　of　Foreign　Exehange〃
　　　　町田義一郎訳　　「外国為替の理論」　昭和43年　日本評論社
　　（2）A．Aftalion”Monnie　Prix　et　Change”
　　　　松岡孝児訳　　「貨幣・物価・為替論」　昭和12年　有斐閣　　　’
　　（3）安東盛人著　　「外国為替概論」　昭和52年　有斐閣　P555
　　（4）G・Cassel”Theoretische　Sozia16Konomie”　P458
　　（5）（｝．Cassel”Money　and　Foreign　Exchange　after　1914〃
　　（6）安東盛人著　前喝書　P550
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1（7）同様のことが次の所論でも云われているo °
　　　　国際経済，第3号，傍島省三氏報告　P4　昭和27年
　　（8）F．W・Taussig”International　Trade”　1966年版　PP5～
　　（9）例題は鬼頭仁三郎著「外国為替講義」昭和25年
　　　　東洋経済新報社　PP25～　を参照せよo
　4　講買力平価説批判
　従来，国際貿易の理論を説くには，労働費用を前提（基礎）とした比軟圭産費説によって説かれてきたo
だが，現実にはもはやこの労働費用では比較主産費説は説けなくなってきたQそこで考えられたのが為替
相場を基準とした比較圭産費説であり，特にその中でも金平価でなく，購買刀平価に基づく場合であるo
しかし，先にも述べた如くカッセル流の購買力平価説では現代に生かすには不十分であるoすなわち，例
えばパンがアメリカで日本より安価な場合，果して日本で米の代わbとしてパンを輸入するだろうかoま
た，クーラーが両国で同じ価格である場合，所得水準の低い日本が輸入するだろうか）このようva消費主
活の様式の相違や所得水準の相違によって，比較圭産費だけ，あるいは購買力平価だけでは問題は解けな
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い。では一体どうしたら現代にも生かせる購買力平価説を説けるのか・という事がここでの問題であるo
　カッセル自身も認めているように，この購買力平価説は複雑な為替現象を埋解するための「第一次的接
近」（First　and　quite　rough　apProximation）であって，一般性はもっていないo
　物価水準は輸出入，したがって外国為替の需要供給を決定する要因であるけれども，唯Lの要因ではな
％それは所得水準や消費主活の様式の相違t・Cも深い関係をもっているoさらに一国が何を輸出し何を輸
入するかということに密接に関係があるのは，従来の如き物価水準一般ではなくて，貿易商品の価格水準
である○また，交易条件において輸出入商品の数量関係を求めるにとどまらないで，生産要素の能率や実
質圭産費さえも考慮に入れたと同様，購買力平価にっいても種々の基準に即した購買力平価を求められな
くてはならなしfOすなわち，これらすべてを充たす物価水準でなくては，現代に圭かせる購買力平価説は
説けなレb
　昭和24年以来，1ドル＝560円とV・う為替し・一トが建てられ，そのレートの下で通商一般が行なわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1れてきたoここ数年来，このレートに対する賛否両論がたたかわされている。金融学会報告に於いて，上
田昭三氏はその研究の結果，1ドル＝222円という数字を出されたo『の研究の対象品目は79と少な
く，そのカバレッヂは狭いが，比較年度が新しく，また物価水準たる商品の内容をよく吟味してあるとい
うところから有益であると思われるoつまり，比較品目に貿易の対象となりうる商品をとり出していて，
しかもその比較がより妥当性を有していると思われるo
　日本とアメリカとを，所得や主活様式という面から比較すると，両国ともに明確な相違が南る事は自明
の事であろう・それゆえに，従来の如き一ma物猷準で両国の賜の正しいあ妨を云妙綜碍ド秩
的のように考えるoこの点からも，上田昭三氏の消費財購買力比較は意義あると思うo
　例えば，両国間の物価比率を上田氏の報告のように1ドル＝222円であるとした時為替レートが1
ドル＝360円であれば，日本からの輸出品が割安に輸出可能であるo上田氏の報告から日本に割高であ
る商品群を調べてみると次の如くであるo〔（　）中は1ドルに対テる円〕
　肉類（380．　4），調味料（561．1），菓子くだもの（541．8），酒類（505．1），家具什器
（396．9），たばこ（57〔〕．4）
次に割安である商品群は
　穀類（204．5），その他の食科（310．7），魚介（128．　5），乳卵（514．6），野菜（15a7）
乾物（535．1），飲科（195．5），衣料（252・1），身のまわり品（160・7）
これらは消費者物価の面からみた購買力平価であるが，二国間の物価水準の動向をみるもう一つの方法は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2卸売物価についてであるo卸売物価については，1967年1ドルニ572円であった）消費者物価で見
た購買力平価と卸売物価で見た購買力平価ではこのように差異があるので，消費老財に関して均衡水準で
ある平価1ドルニ560円で輸出入を行う事は不合理であるoそれ故，従前のように物価水準を卸売物価
や消費者物価を別々にしないで，両万を例えば，仮り　va　．S：5というような割合（この割合の出し方にも
より一層の研究が必要と思われるo）で加重平均した総合的な物価による購買力平価を算出することも重
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要ではないだろうカ℃上例のような割合で今仮りに加重平均してみると1ドル＝297円というレートが
でてくるo
　次に問題なのは所得水準の相違からくる輸出入の状態であるo
　例えば，1966年の日本とアメリカ両国の一人当りの国民所得はそれぞれ791ドルと5154ドル
　3であっ為　日本とアメリカが同じ品質の自動車の圭産が可能だとすると，所得がアメリカの約4分の1の
日本が果して輸入できるだろうカb理論的には答は「否」であろうoしかし実際には行われている。そn
は所得水準以外の効用とか趣向などという主観的要因が入ってくるからであるoしかもこれらを満足でき
るのはごく限られた高額所得者層であって，少数例にすぎないo
　所得水準という面からの影響をみるには，さらに価格との関係などを含めた圭活水準という基準から為
替レートないし購買力平価の関係をみていかねばならないと考えるQ
　「圭活水準」を基準とする為替レートを考える場合，主活水準というものをらかにして算定するか・そ
の算走法の問題がそこに横たわっている。所得・価格・消費財数量などでも計り得るであろうが，この主
活水準基準の為替相場問題についてはのちの研究に待ちたい。
　消費圭活の様式の相違による場合を考えると次のようであろうo
　パンやマカロニがたとえアメリカで安価であっても，日本は米やうどんの代わりに主食用品としてパン
やマカロニを輸入するだろうかOしかし，別の用途（主食用としてではなく）で輸入する可能性はある0
この場合，パンとマカロニが米とうどんというものと同一性質の品として物価水準を打ち出すことはでき
な鴨この点は種々の商品でも不明確であり，上記の報告の中でも「同一名称をもち．・かつほぼ同品質の
　　　4品目）と限定されてVi　6D
　以上のように，所得氷準の相違や消費圭活の様式の相違によって，簡単に物価水準によって決定された
購買力平価で貿易を決定することはできlk　V＞oしかし，物価水準が決定しなくては購買力平価も決まらな
’いo物価水準の決定に際し，明確に諸要因を解決していかないと，割安とか割高であるとかいうことが論
議され，強いては貿易やその他一般通商関係に悪影響を及ぼさないとは言い切れないo
　先の報告から1ドル＝222円という為替レートが提出されたoこれは割安であり，このことから実際
c’Cは日本の高度輸出成長の根本要因がでてくるoこの割安の為替相場の下で日本は高度成長が徐々に数多
くの産業を輸出産業化し，価格の面においても海外との競争に負けないだけの「競争力」を急速につけた
と云えるo
　この為替相場基準による比較圭産費の関係を吟味すると，果して労働費用を基礎とした比較圭産費説を
説いてきたら，今日の日本の高度輸出成長があったろうか疑問であ7co為替相場を基準とした比較主産費
説だからこそ高度輸出成長があったのであろうと思う。このように，比較圭産費説と為替相場の関係は従
来の比較圭産費説の意味する労働費用を基礎としているのとは別の影響を一国に与える0
　1954～36年には日本の重化学工業は工業圭産額の46％，アメリカは58％でそn程の高低はな
いが，工業製品中輸出に占める重化学工業製品の割合は日本18％，アメリカは78％にものぼったoそ
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れが1955年には，日本が約42％，アメリカが75％となったoこのように戦前日本が軽工業品分野
に主・産を特化し，戦後は徐々に重化学工業品分野に移行してきたoこのことはとりもなおさず，戦前日本
は労働が安く・豊富であったので・この安く豊富な労働力をフルに活用できる産業（軽工業）に圭産の適
雛を認めた。そしていわゆる労蘇約的商品姓産を特化しfOこれとは逆に資本が比較的豊か参アメ
リカは，その資本を利用しての産業（重化学工業）va圭産の適切性を認め，資本集約的商品に圭産を特化
しffOこのように圭産の適切性によって圭産を特化して貿易を行い，利益を得ていた両国は，圭産性など
にょってその構造も変化しうる可能性を有するようになるo
　注（1）金融学会報告　　　1964年10月
　　　上田昭三氏報告　PP14～28
　（2）日本経済新聞　昭和45年4月26日付　縫済教室
　　（3）世界経済白書　1967年　経済企画庁編　P291　（出所）　IMF　統計月報
　　（4）金融学会報告　前掲書　P19
　5　生産性の成長格差と講買力平価
　通常・購買力平価は一般物価水準によって決定される04のところではそういう購買力平価の決定につ
いて述べ・さらに加えて・所得水準と消費主活様式の概念を入れて考察してきたoここではさらに「圭産
性」という要因を入れて，貿易当事両国の生産性の成長の格差で購買力平価が変動するであろうことを研
究する。
　購買力平価を決定する物価が変動するのであるから，購買力平価も理論的には物価と共に変動すると考
えても妥当するであろうoしかし，実際には日本とアメリカとの間の1ドル＝360円という為替レート
が過去20年も固定されたままであったoこのレートでは円の割安であろうということは前のところでも
述べたが，この割安の原因は20年の固定為替レート維持の間に，技術革新の導入等によって日本産芙の
圭産性の向上がめざましかったことが挙げられるであろう。技術革新やその他の成長要因の働きにより，
それぞれの国の圭産性が向上していることは自明のことであるQここに言う生産性は労働の圭産性だけに
限らず・資本の主産性なども含むものとする。圭産性という面から問題をみていく場合には，例えば，今
まで一単位の資本および労働の投入で鉄・10トンが生産可能であったものが，生産性の向上により20
トン主産されるとするoその場合，両国の生産性上昇の比率が同じであれば，為替レートにも何ら変化は
主じないが・次にわかる如く・日本とアメリカの圭産性を比べた場合かなりの格差があるoこの両国の圭
圏生の格差をみることが大切であるoまた先の例の揚合，物仙が，圭産性向上前に1トン＝100ドルの
ものが圭産性向上後va　200ドルとなってしまったのでは論理は成り立たないし，現実に主産性の向上は，
貨幣的要因やコス5的要因などの諸条件を除いては物価下落という形になるoそれゆえ，ここではまず始
めは物面に変動なきものと仮定するか，下落するものと仮定するo
　次に日本とアメリカとの労働の圭産性の格差（下記図表を参照）からみて，現行為替レート，1ドル＝
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560円という下での貿易の刈益について考察するo
　第一表の図でもわかるように日本はかなりtDl急カーブに圭産任が向上しているのであるが・アメリカの
それはゆるやかであ蕊
　1960年と1966年とを例にとって，数字例を挙げて考察してみようo
；庄C1）　　　　第一表
両国の労働の圭産牲比較
年代＼甦i・不レ…・　　　　　　　　　i
1956年167；・・
57年 71　1　　88
58年 70 91
59年 79 97
60年 100 100
61年 120 105
62年 152 108
65年 145 112
64年 170 115
65年 18　1 119
66年12001121　　　！ ?
（備考）　アメリカはNILSR”Nationa　l
　　　　InStitUte　βCOnOlniC　ReVieW
　　　　（1968年2月）にょり作成
　　　　日本は日本圭産性本部「主産性指数」vaよb作
　　　　痴
　1960年に日本が鉄を1ア000トン輸入するとするo
その時の為替相場（レート）は1ドル；560円とし，
1トン当りの価格は100ドルとすると，輸入総額は
100，000ドルであ動次に日本はその見かえりにア
メリカへ銅を輸出すると仮定し，両国の輸出入収支が均
衡するものとするoそしてこの時銅1トン＝150ドル
としt・SCF，躰蜘を666号・・翻す・・とに・・
て，均衡が保たれる0
　1966年には日本は生産性が倍に向上し，200と
なったoアメリカは121となり約20％の向上を示している。圭産性向上分がすべて輸出価格にはねか
えるものとすると，アメリカの鉄1トンの輸出価格は80ドルとなり，Ei本の銅は1トン75ドルにまで
下’落するQ
　そしてこの年も1960年と同額の貿易があるものと仮定すると，アメリヵはex　1，250トンを日本に
輸出し，躰はアメリカ醐を1．3・壕ト・翻する・とvc・lt・60
　かくの如く，196G年と66年とを比較した場合アメリヵは1，000トンから1，250トンに・日
本は666号・・からi，・　・　・吉・・畷備出を拡煎鵠
　ハリス教授は「ケインズやその後継老達もまた諸国間での経済資源の最適配分よりむしろ，輸出入の関
係を強調する○輸入ifC　th例して輸出が増大するのはその結果主ずる貨幣の流入やよb高い所得を通して・
　　　　　　　　　　2綴1て刺激を与える」と言っている如く，輸出の増加は一国の高度成長する経済に大きな役割を演ずると
考えらrtるoそうしてみると，両国の主産性を考えずに為替相場を固定した場合，両国の主産駐に格差が
激しい場合には，はなはだ不合理であると言い得あすlk　Oち，上例にみると，日本は非常な円の割安と
いう結果が得られるo
　現代のように技術進歩の激しい時代には毎年その主産庄は変化しつづけるだろう。しかも世界各国が全
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く同じ比率で同上するとは考えられなbOこうしてみてくると，各国の生産性の成長の格差によって・購
買力平価は毎年変勤するという績果が圭ずる0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　今までのように，購買力平価を一般物価水準とみた場合，物価指数の・変動嘔は各国とも小さいoそれ故，
固定為替相場でも，さほどの比較優位の格差は圭じなかっただろうが，上例でもわかるように，圭産性と
いう要素を導入し1考察した場合は比較優位の変動幅は各国によって大小さまざまなのであるo
　以上のように，主産性から物的量でのみ計測した場合には，なる程たしかにアメリカの主産tftよbH本
の方がはるかに高く，貿易も日本に有利となるo実際にこうして得られた数値が現実的かどうかというと，
最初に物価を不変ないしは下落するという仮定を設けているoまた，上例の数字でもわかるように圭産性
の向上分が全部価格にはねかえってくるとは考えられず，全部価格にはねかえってくると仮定しfcような
ことは，数字だけを組み合わせて作成された非現実的なも）だとも言えるだろうoだからといって，圭
産性を全く無視して，一般物価水準から購買刀平価を求め，為替相場を決定することは不合理だし，静的
であると考えられる○
　もう少し現実的ならしめるために，物価指数の上昇率と圭産性の向上率との問の比率を組み合わせて考
える必要があろうo
注（4）　　　第二表
　物価指数（1958年＝100）
　　　国名年代 日　　本 アメリカ
1958年100　　　　100
59年 1・11＿ゴ
60年 102 100
61年 105 100
62年 101 100
63年 105 ・100
64年 105 100
65年 104 102
66年 108 105
67年 1　1　1 106
（出所）　国連統計月報によるo
　前にも書いたが，例えぱ圭産性が2倍になったとしても，
その時諸物価が2倍になっていたら変化はないo為替v一
トは固定のままでも妥当するであろうoしかし，物価上昇
率と主産性の伸び率を比べれば（第一表と第二表参照），
主産性の伸び藩が急なのに対し，物価のそれはゆるやかで
あるQ主産性の伸び率から物面上昇率をマイナスして得ら
れる数値誇よび，圭産性が向上して利潤となった部分2
次期生産のための資材購入や設備投資にふりむけた数1直を
マイナスしたもので比較するとより一層現実的となろうo
　すなわち，今仮りにA商品に一単位の資本と労働を投入
すれば，A商品は10の圭産が行わnるとすると，次の一
単位を付加すると，20の圭産がなされるが，圭薗生の同
上で25圭産されたとするoすなわち，圭産性の向上で圭
産が50％upしたとするQこの時，　A商品の価格が1，000円から1，200円になったと仮定すると，
圭産性伸び率50％に対し，物価の上昇率は20％であり，その差50％という数IL9がA商品1て苅しての
主産の伸び率となる○
　実際に現在の日本の高度輸出域長を考えると商品等の輸出が単に価格水準の低下によって促進されるよ
りも，為替相場の実質的下落によって大きく促進されているものと考えられるo
　注（1’経済臼書　昭和45年度版　f．tE企画庁編　P197より作成o
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（2｝S。E．　Harri・．1・…n・・i・n・l　and　I・…reg1・n・1　h’｝c°n°mics
　P144
｛3｝世界経済白書　1967年版　経済企画庁編　P292
（41世界経済白書　前掲書　P292
　6　　結　　び
要するに，現在のようt・C・SWの仕組みが複雑倣・た今・リカー酌姑期易理論である蠣費用を
基礎とした比較圭産費説では問題を説くことは’困難であるo
リカ＿・によると，商品の価廊その圭産・・R下された労蜘量で決定されるとしたが・Z産性という
姻を加えると，そ・v’cは量とともに細腰素も入ってくる・リカードの原理は貿易の利益を翻すると
邸は国内交換眺を労韻用睡つくものとしkOそして・maが労働費用腿つく労働の等価交換が
前提とされていたo
　しかし，現実に国際間のみならず国内においてさえ，等量の労働がつねに等価の価直を生むとは限らな
い，それぞれの圭産部門によって，労働の生灘は異るしまた，資本の生灘も工業と農業とで娯るで
あろうo
　かくの如ぐして，比較圭産費説を労働費用に基づく主産費の差から圭産性に基く為替相場へと転換せし
めることは意義があろうo
　以上のようにして，生産費差に基づいて各国の貿易が行われるとするリカード的考え方を批判して・為
替相場を基準とする比較主産費説を述べてきftOしかし・各国それぞれva所得水準も一定とぜず・消費生
活の様式にも相違のある諸外国との間の貿易の基準となる要素の決定は困難であったo
　全体を把握できるような基準を見つけ出すことはむつかしく・漠大な資料とより一層の研究が必要なご
とを痛感しfb
　この’」・論では購買力平価で測られる為替相場をある点では認めながらも，さらに進めて購買力平価が一
般物価水準だという理論に疑問をもち，所得や消費圭活の概念を入れて・結局は圭産性というところに結
論をもっていってしまったoこの生産性ということ自体にもより一層の詳しい考察がなされなければなら
ず，単純なそして狭い視野でしか論述していないこの」・論は欠点だらけであると思うが・現在の日本の高
度輸出成長，一般物価水準＝購買力平価，1ドル＝560円，円の割安，割高などといわれる個々の言葉
の意味が，圭産性という要因をのべながら説いてきたことで少なからず明白に組合せられるようになった◎
今後も。れらのsveの分析潮究を重ねる・とによって・蜻的側面からの為替概理論と賜及び国
内の経済成長の関係を研究したいと考えている。
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